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第1章 経営戦略の策定趣旨と位置づけ 
1.1 背景と目的 

近年の水道事業を取り巻く環境は、人口減少に伴い水需要が低下し、給水収益が減少する一方

で、主要施設の老朽化により、多大な整備費用が必要となっています。また、近年、地震や台風

などの自然災害が全国各地で多発しており、危機管理対策の一層の充実が求められています。 

国においては、「水道法の一部を改正する法律」が、平成 30年 12月に公布され、水道事業に

おける適切な資産管理や官民連携が今後より一層進むことが予想されます。 

本市の水道事業においては、平成 30 年 10 月に「弘前市水道事業資産管理（アセットマネジ

メント）計画」（以下、「アセットマネジメント計画」という。）を策定し、将来的に水道事業を継

続していく上で必要となる施設の更新やそのための費用の見通しを示しました。 

このような近年の状況を踏まえて、本市の水道事業の基本計画である新たな「弘前市水道ビジ

ョン」の策定に合わせて、今後の水道事業を安定的に継続することが可能となるように、経営の

健全化と経営基盤の強化を図るため、平成 28年度に策定した経営戦略の見直しを行い、新たな

弘前市水道事業経営戦略を策定するものです。 
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1.2 位置づけ 

本経営戦略は、弘前市水道ビジョンの将来像「暮らしを守る安全な給水サービスと安定した水

道事業の継続を目指して」を実現していくための、中長期的な経営の基本計画として位置づけま

す。また、アセットマネジメント計画等を反映した投資・財政計画 1を策定します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 弘前市水道事業経営戦略の位置づけ 

 
 

1.3 計画期間 

本経営戦略の計画期間は、令和 2 年度（2020 年度）から令和 11 年度（2029 年度）までの

10年間とします。 
 

 
1 【投資・財政計画】施設・設備に関する投資の見通しを試算した計画（投資試算）と、財源の見通しを試算し
た計画（財源試算）を構成要素とし、投資以外の経費も含めた上で収入と支出が均衡するよう調整された中長期
の収支計画。 

計画期間：令和 2年度～令和 11年度の 10年間 

弘前市水道ビジョン（R2～R11） 

弘前市水道事業経営戦略（R2～R11） 

各種事業計画・各年度予算等 

弘前市総合計画（H31～R8） 

弘前市水道事業資産管理（アセットマネジメント）計画 
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第2章 事業概要 

2.1 事業の現況 

2.1.1 水道事業の沿革 

本市は、平成 18年 2月 27日の市町村合併で、新弘前市となりました。 

合併後の本市の水道は、市街化地区とその周辺部及び船沢、高杉、新和、裾野地区を対象と

した弘前市上水道事業のほか、東目屋・百沢地区、常盤野地区、上弥生地区、杉山地区、相馬

地区の各簡易水道事業及び沢田地区小規模水道事業で構成されていました。 

その後、平成 28年 4月にすべての水道事業を弘前市上水道事業に統合し、計画給水人口は

172,300人、給水量は 1日最大で 63,500m3、1日平均で 54,100m3となっています。なお、

平成30年度の給水人口は166,707人、給水量は１日最大で56,141m3、１日平均で51,957m3

となっています。 

 

表 2.1 弘前市の事業概要（給水） 

供用開始年月日 昭和 8年 11月 21日 計画給水人口 172,300人 

法適（全部・財務） 

・非適の区分 

全部適用 現在給水人口 166,707人 

有収水量密度 0.68千m3/ha 
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2.1.2 施設 

(1) 浄水方法 

＜弘前地区＞ 

弘前地区は、岩木川の表流水から取水しており、樋の口浄水場で凝集沈殿、砂ろ過、塩素

滅菌しています。また、津軽広域水道企業団が浄水した水を受水しています。 

 

＜常盤野地区＞ 

常盤野地区は、地下水を取水しており、常盤野配水場で pH 調整と塩素滅菌処理をしてい

ます。 

 

＜沢田地区＞ 

沢田地区は、地下水を取水しており、沢田浄水場で膜ろ過（UF膜）と塩素滅菌処理をして

います。 

 

＜その他の地区＞ 

その他の地区については、地下水を取水し、浄水場で塩素滅菌処理をしています。 
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(2) 配水方法 

＜弘前地区＞ 

弘前地区は、標高の低い樋の口浄水場から広範な給水区域へ送水するため、7 箇所のポン

プ施設を有し、配水場を 9 箇所(容量合計 41,831 ㎥)設置しています。これらの配水池から

は、一部を除いて自然流下で配水しています。 

 

＜相馬地区＞ 

相馬地区は、浄水場に設置された送水ポンプにより、2箇所の配水場（容量合計 1,190㎥）

に送水し、一部を除いて自然流下によって配水しています。 

 

＜沢田地区＞ 

沢田地区は、浄水場（容量合計 19.6 ㎥）に設置された配水ポンプによって配水していま

す。 

 

＜その他の地区＞ 

岩木地区は、2箇所の配水場（容量合計 2,604㎥）、東目屋・百沢地区では、3箇所の配水

場（容量合計 1,242㎥）、常盤野地区では、1箇所の配水場（容量合計 604㎥）、上弥生地区

では、1箇所の配水場（容量合計 90㎥）、杉山地区では、1箇所の配水場（容量合計 141㎥）

から自然流下によって配水しています。 

 

表 2.2 弘前市の事業概要（施設） 

水源 表流水、地下水、受水 

施設数 浄水施設 12 管路延長 1,063.61 km 

配水池 25 

施設能力 102,884 m3/日 施設利用率 50.5 ％ 
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図 2.1 弘前市の水道の概要 

  

弘前市水道事業概要図 
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八戸圏域 

青森圏域 

津軽圏域 

岩木川 

津軽白神湖 

樋の口浄水場 

（取水地点） 

常盤野地区 

弘前地区 

上弥生地区 

杉山地区 

東目屋・百沢 

地区 

沢田地区 

相馬地区 

津軽ダム 
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2.1.3 料金 

(1) 一般用水道料金体系の概要・考え方 

本市の 1ヵ月分の水道料金は、基本料金と使用水量に基づく水量料金の合計額となります。 

水量料金は使用水量に応じ 3段階の料金が設定されており、段階ごとに料金を計算してい

ます。 

表 2.3 一般用水道料金体系（1ヵ月） 

 
1ヵ月の水道料金 ＝（基本料金＋水量料金）×消費税率 

（表 2.3に記載の料金はすべて消費税込み） 

  

メーターの口径 使用水量の区分 水量料金（1m3につき）
（mm） （m3） （円）

50 11,394

100 55,800

200 204,172

用途区分
基本料金

（円）

一般用

13・20

10m3まで

1,702
10を超え20以下の部分 222

20を超え40以下の部分 234

25 2,230
40を超える部分 246

30 3,406
50以下の部分 234

50を超え200以下の部分 246

40 6,576 200を超える部分 258

500以下の部分 246
75 34,537

500を超え5,000以下の部分 258

150 126,168
5,000を超える部分 269



8 

(2) 公衆浴場、水泳プール用水道料金体系の概要・考え方 

公衆浴場、水泳プール用水道料金は、一般用と同様に、基本料金と使用水量に基づく水量

料金の合計額となります。 

基本料金及び水量料金は、一般用よりも低減した金額としています。 
 

【該当するもの】 

・公衆浴場用 ：公衆浴場入浴料金の統制額の指定等に関する省令（昭和 32年厚生省令第

38号）に基づき、入浴料金の価格について統制を受けるもの 

・水泳プール用：学校用又は営利を目的としないもの 

 

表 2.4 公衆浴場、水泳プール用水道料金体系（1ヵ月） 

  
1ヵ月の水道料金 ＝（基本料金＋水量料金）×消費税率 

（表 2.4に記載の料金はすべて消費税込み） 

 

メーターの口径 使用水量の区分 水量料金（1m3につき）
（mm） （m3） （円）

50 7,518

100 35,125

200 122,999

140
75 21,850

500を超え5,000以下の部分 152

150 78,472
5,000を超える部分 163

40 4,463

2,466
50以下の部分

500以下の部分

129

50を超え200以下の部分 140

200を超える部分 152

40を超える部分 140

30

公衆浴場、
水泳プール用

13・20

10m3まで

1,292
10を超え20以下の部分 116

20を超え40以下の部分 129

25 1,526

用途区分
基本料金

（円）
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2.1.4 組織 

本市では、上下水道部長 1名、総務課 11名、営業課 9名、工務課 13名、上水道施設課 22

名の計 56名によって水道事業を運営しています。 

技術職員については、年代的な偏りは少なく、20～50代までの技術職員がほぼ同等な人数

で在席しています。 

 
図 2.2 水道事業職員構成（平成 31年 4月１日時点）

 
図 2.3 水道事業職員の年齢構成（人）（平成 31年 4月１日時点） 
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2.2 これまでの主な経営健全化の取り組み 

2.2.1 民間活用 

人口減少による収益性の低下に対応した、経費削減の取り組みのひとつとして、経営の効率

化・合理化・組織のスリム化を図るため、包括業務委託 2を実施しています。水道事業に係わ

る全ての業務・事務を細かいところまで分類し、直営でなければならないもの、民間に委託で

きるものを仕分けし、平成 28年度に業務委託対象の 96業務の内、57業務を包括的に委託し

ました。 

 

  
 

  

 
2 【包括業務委託】民間事業者が、創意工夫やノウハウの活用により効率的・効果的に運営できるよう、複数の

業務や施設を包括的に委託すること。 

人事総務
資産管理
財務経理
経営計画

工事設計
新設工事
施設更新
事業計画

強制調査収納

料金等調定収納
滞納整理 宅内調査

料金システム関連

【上水道施設課】【営業課】【総務課】 【工務課】

水質管理
施設更新

場外施設運転管理

浄水場運転管理開閉栓受付等
窓口

メーター関連工事等

管路情報システム

緊急時破損処理等

施設維持管理
漏水修繕等

メーター交換

上
下
水
道
部
包
括
業
務
委
託

地元管工事業者

施設維持管理
漏水修繕等

収納業務等専門会社

滞納整理
料金等調定収納

メーター関連工事等
メーター交換

宅内調査
開閉栓受付等窓口

上下水道部 「平成27年度まで」

料金等調定収納 メーター・漏水修繕

SPC（特別目的会社） 「平成28～令和2年度まで」
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2.2.2 相馬地区の水道施設統廃合 

令和元年度に相馬地区において、相馬低区高区浄水場、相馬高区配水場、低区配水池（RC）

を廃止するとともに、増圧ポンプ場を移設しており、効率的な配水を実施することが可能とな

りました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4 統廃合後の相馬地区の配水フロー 
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2.2.3 弘前市水道事業資産管理計画（アセットマネジメント計画）の策定 

(1) 計画の目的 

アセットマネジメント計画は、全国的に水道施設の老朽化と人口減少に伴う給水収益の減

少が見込まれる厳しい状況のなかで、長期にわたり水道事業経営を健全に維持するための方

策を定め、安全・安心な水道水を市民の皆様に安定的に供給することを目的とするものです。 
 

(2) 計画の概要 

アセットマネジメント計画は、老朽化した施設の更新やそれに応じた更新財源の確保を具

体化した詳細型（4D）3を実施しています。 

計画期間は、2018年度から 2057年度までの 40年間を設定しました。 

 
(3) 更新費用の縮減 

アセットマネジメント計画に基づき、将来の更新費用を検討した結果、更新費用が約 1,500

億円から約 668億円となり、約 832億円縮減しました。 

 
(4) 財政見通し 

現状の水道料金を維持したまま、水道施設の更新を進めた場合、2025年に純利益 4がマイ

ナスとなり、内部留保資金 5が 10億円を下回るため、水道事業の運営が困難になると試算さ

れました。このことから、今後 40 年間の収入・支出の財政シミュレーションを実施しまし

た。 

その結果、直近料金見直しは資金不足が予測される令和 7年度となる見込みであり、今後、

10年毎に料金見直し、中間年度の 5年毎に計画を見直します。  

 
3 【詳細型（4D）】将来の水需要動向や適正な資金確保等を勘案し、更新需要や財政収支の見通しを算定する際
の詳細な検討手法。 
4 【純利益】経常利益に、特別利益と特別損失といった臨時的な損益を含めた利益であり、当該年度の最終的な
儲けを表す。 
5 【内部留保資金】収益的収支の利益や減価償却費などを貯金し、資本的収支の資金が不足したら補てんするた
めの資金。 
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2.3 経営比較分析表等を活用した現状分析 

ここでは、経営比較分析表 6、業務指標（PI）7を参考に、類似団体との比較等をしながら経営

の健全性、効率性、老朽化の状況を分析・評価しました。表 2.5に各指標の組み合わせによる分

析の考え方を示します。 

なお、本市の経営比較分析表の全体版は巻末資料として整理しました。 

 

表 2.5 各指標の組み合わせによる分析の考え方 

指標 分析の考え方 

1．経営の健全性・効率性及び２．老朽化の状況 

①経常収支比率 

①有形固定資産減価償却率 

②管路経年化率 

③管路更新率 

経常収支比率が高い場合でも、有形固定資産減価償却率・管路経

年化率が高い、管路更新率が低い場合には、（計画的に長寿命化して

いる場合でなければ、）必要な更新投資を先送りにしている可能性が

あるため、老朽化対策等、投資のあり方について検討する必要があ

る。 

1．経営の健全性・効率性 

①経常収支比率 

②累積欠損金比率 

経常収支比率が 100%以上となっていても、累積欠損金比率が高

い場合は、引き続き経営改善を図っていく必要がある。 

①経常収支比率 

⑤料金回収率 

経常収支比率が高くても、料金回収率が低い場合には、給水収益

以外の収入で賄われていることを意味することから、必要に応じて

料金の見直しを検討する必要がある。 

⑦施設利用率 

⑧有収率 

施設利用率が高くても、有収率が低水準にある場合、収益につな

がらないこととなるため、早急な対応が必要である。 

2．老朽化の状況 

②管路経年化率 

③管路更新率 

管路経年化率が高い、且つ、管路更新率が低い場合は、管路の更新

投資を増やす必要性が高いため、早急な検討が必要である。 

 
出典：経営指標の概要（水道事業）、総務省 

  

 
6 【経営比較分析表】経営比較分析表とは、経営指標の経年比較や他公営企業との比較などを行い、現状や課題
等を的確に把握するとともに、市民の皆様などにわかりやすく説明するため、策定し公表を行っているものであ
る。 
7 【業務指標（PI：Performance Indicator）】水道事業における業務指標（PI）とは、水道業務の効率を図るた
めに活用できる規格の一種で、水道事業体が行っている多方面にわたる業務を定量化し、算定式により評価する
ものである。国の業務指標の数は全体で 82項目となっている。 
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2.3.1 経営の健全性、効率性 

本市の水道事業は、「①経常収支比率 8」及び「⑤料金回収率 9」が 100％以上を維持してお

り、給水収益により事業が成り立っていると言えます。また、「②累積欠損金比率 10」が 0%

であることから累積欠損金は発生しておらず、健全な経営状況にあり、「③流動比率 11」も

100％を上回っていることから、短期的な債務に対する支払能力は有しています。 

 
 

 
 

  

  

図 2.5 経営比較分析（経常収支比率、料金回収率、累積欠損金比率、流動比率） 

  

 
8 【経常収支比率】経常費用（営業費用＋営業外費用）に対する経常収益（営業収益＋営業外収益）の割合を表
す指標。 
9 【料金回収率】給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標であり、料金水準等を評価
することが可能である。 
10 【累積欠損金比率】営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余
金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積した損失のこと）の状況を表す指標。 
11 【流動比率】流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表している。流動比率は
100％以上であることが必要であり、100％を下回っていれば不良債務が発生していることになる。 
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自己資本構成比率 12（図 2.6）については、年々上昇してきていますが、比較事業体及び全

国平均の 7割程度であり、資本体質が脆弱となっています。これは、資本投下の原資を企業債

に依存する割合が高いことが理由です。そのため、「④企業債残高対給水収益比率 13」は、類

似団体と比較して高い数値で推移しており、企業債の発行を減らしていく必要があると言えま

す。 

「⑦施設利用率 14」については、類似団体平均に比べて低くなっています。一般的には高い

数値であることが望まれ、数値が低いと、適切な施設規模でないと考えられるため、施設の統

廃合・ダウンサイジング等の検討を行う必要があります。 

また、「⑧有収率 15」が類似団体平均に比べ低い原因として、法定耐用年数を超過する水道

管からの漏水が考えられるため、管更新や漏水調査を行い、解消に取り組むことが急務です。 

これらのことから、施設利用率の向上を目指した施設規模の適正化や、企業債への依存度を

抑制した支払利息の低減、コスト縮減等による経営の効率化、適切な財源の確保を基本として、

健全な経営を維持していくことが重要と考えています。 

 

 

図 2.6 自己資本構成比率（％） 

注 1）弘前市の平成 26年度から平成 30年度データは、弘前市公表 PIデータを使用（以下同様）。 
注 2）比較事業体及び全国のデータは、現状分析診断システム 2019（公益財団法人水道技術研究センター）のデ

ータ（平成 28年度 水道統計）を使用（以下同様）。 

  

 
12 【自己資本構成比率】総資本（負債及び資本）に占める自己資本の割合。 
13 【企業債残高対給水収益比率】給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標。 
14 【施設利用率】1日配水能力に対する 1日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指
標。 
15 【有収率】施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標。 
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図 2.7 経営比較分析（企業債残高対給水収益比率、施設利用率、有収率） 
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2.3.2 老朽化の状況 

本市の水道事業は、供給開始時期が昭和 8年と比較的早く、全国平均や類似団体平均と比較

すると、「②管路経年化率 16」は高い値で横ばい状態に推移しています。 

今後も管路の状況把握に努め、アセットマネジメント計画を着実に実行して、長期的視点に

立った老朽化対策の推進をすることが必要です。 

 

 
 

 

図 2.8 経営比較分析（管路経年化率） 

 

 

 

 

 
16 【管路経年化率】法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示している。 

グラフ凡例
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第3章 将来の事業環境 

給水人口及び水需要の予測は、平成 27 年度の弘前市上水道事業変更認可において、過去 10

年間の実績を用いて算定した、本市の水需要予測の結果から推計しています。 

 

3.1 給水人口の予測 

給水人口は今後減少傾向を示し、令和 2年度から令和 11年度では、166,856人から 15,233

人減少し、151,623人となる見込みで、減少率は 9.1％です。 

 

図 3.1 給水人口の予測 

3.2 水需要の予測 

1日平均給水量 17は今後減少傾向を示し、令和 2年度から令和 11年度では、53,159㎥/日か

ら 2,775㎥/日減少し、50,384㎥/日となる見込みで、減少率は 5.2％です。 

図 3.2 1日平均給水量の予測  

 
17 【1日平均給水量】年間総給水量を年日数で除したものを 1日平均給水量（㎥/日）といい、これを給水人口
で除したものを 1人 1日平均給水量（Ｌ/人/日）という。 

実績 予測 

実績 予測 
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3.3 料金収入の見通し 

料金収入については、アセットマネジメント計画の財政収支の見通しと整合を図り、令和 7年

度の料金見直しを見込んでいます。 

料金収入は、給水人口、水需要の減少に伴い、減少傾向を示している一方で、水道施設の更新

費用等の増大に対応するため、令和 7年度に料金見直しを実施することにより、収支のバランス

が図られています。 

 

 

図 3.3 料金収入の予測 

  

実績 予測 
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3.4 施設の見通し 

法定耐用年数 40年を超える老朽管は今後増加する傾向にあり、管路全体に対する老朽管の割

合は、平成 30 年度から令和 11 年度では、25.3％から 14.9％上昇し、40.2％となる見通しで

す。 

なお、アセットマネジメント計画に基づき、老朽化施設、経年化管路の増大に対して、計画的

に施設更新を進めていくと、基幹管路耐震化率 18は、令和 2年度から令和 11年度では、34.6％

から 13.8％上昇し、48.4％となる見通しで、基幹管路の更新基準年数超過老朽管率 19は、令和

4年度に 9.5％まで上昇しますが、令和 9年度には 0％となる見通しです。（図 3.5） 

 

図 3.4 老朽管延長と管路全体に対する老朽管割合の見通し 

  

図 3.5 基幹管路耐震化率、基幹管路の更新基準年数超過老朽管率の予測 

 
18 【基幹管路耐震化率】基幹管路(導水管、送水管、配水本管)の総延長に対して、耐震対策の施されている基幹
管路の延長割合。 
19 【基幹管路の更新基準年数超過老朽管率】基幹管路の総延長に対して、アセットマネジメント計画で設定した
更新基準年数を超過した基幹管路の延長割合。 

実績 予測 実績 予測 
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3.5 組織の見通し 

包括業務委託などにより、民間活力を活用した効率的な運営を進めていく中で、適切な職員

数の確保に努めます。  
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第4章 経営の基本方針 

本経営戦略での基本方針は、弘前市水道ビジョンとの整合を図り、以下のとおりとします。 

 

基本理念：暮らしを守る安全な給水サービスと安定した水道事業の継続を目指して 

基本目標：（安全）安心・快適な給水の確保 

     （強靭）災害に強い水道施設の構築 

     （持続）環境にやさしい持続可能な水道の構築 
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第5章 投資・財政計画 

5.1 投資・財政計画（収支計画） 

弘前市水道事業の事業別投資・財政計画に関する要約は以下のとおりです。 

なお、詳細は、巻末資料を参照ください。 

 
5.1.1 収益的収支 
投資・財政計画の収益的収支の概要を以下に示します。 

 計画期間内における収益的収支は、令和７年度の料金見直しを実施した場合、純利益を計

上する見通しです。（図 5.1） 

 計画期間内における経常収支比率は、100％を上回っており、収支のバランスが保たれる

見通しです。（図 5.2） 

 

 

図 5.1 収益的収支の推移 

 

図 5.2 経常収支比率の推移  

料金見直し 
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5.1.2 資本的収支 
投資・財政計画の資本的収支の概要を以下に示します。 

 資本的収支は、新樋の口浄水場の建設により、令和 3年度から支出が多くなっています。 

（図 5.3） 

 新樋の口浄水場建設のため、令和 3年度から令和 6年度までの建設改良費は、近年の 3倍

程度に増加します。（図 5.4） 

 企業債元利償還金は、年度ごとに減少する見通しです。企業債残高は、新樋の口浄水場建

設に伴い、一時的に残高が多くなりますが、令和 7 年度に料金見直しを実施した場合、企

業債の借入れが抑えられ、経営の健全化が図られる見通しです。（図 5.5） 

 

 

図 5.3 資本的収支の推移 

 

図 5.4 建設改良費の推移 
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図 5.5 企業債元利償還金及び企業債残高の推移 

 

  



26 

5.2 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

5.2.1 収支計画のうち投資についての説明 

目標 

本市の給水量の約 8 割を占める樋の口浄水場は、令和 8 年度の稼働を目指して施

設の更新を実施します。施設更新では、活性炭処理設備に加えて、紫外線処理施設を

整備し、浄化機能の強化を図ります。また、老朽管路の更新及び主要管路の耐震化に

ついては、アセットマネジメント計画に基づき、重要管路を中心に更新事業を実施し

ます。 

 

アセットマネジメント計画に基づき、樋の口浄水場の更新、主要管路の耐震化、老朽化が進

む水道施設や管路について、水道施設の適正化（統廃合やダウンサイジング）を進めつつ、更

新事業を実施します。 
 

表 5.1 主な事業一覧 

事業名 事業期間 事業費（千円） 

水道施設整備事業 R2～R11年度（10年間） 7,124,790 

既設配水管(塩化ビニル管)の漏水対策及び耐震化工事を実施するほか、点在する老朽化

した水道施設(小規模増圧ポンプ場)の更新を行い、災害に強い水道施設を構築します。 

老朽管更新事業 R2～R11年度（10年間） 6,271,100 

布設後 20 年以上経過した鋳鉄管等を耐震管へ布設替えし、水道水の安定供給や漏水防

止を図ります。 

主要管路耐震化事業 R2～R11年度（10年間） 2,508,400 

災害時における重要な拠点となる基幹病院、避難所等への配水管を計画的に耐震管へ布

設替えし、水道水の安定供給を図ります。 

浄水場建設事業 R2～R11年度（10年間） 9,000,000 

官民連携により樋の口浄水場等を更新し、また、施設規模を将来の水需要を考慮してダ

ウンサイジングします。 

※現在は樋の口浄水場等建設事業として、樋の口浄水場等及び常盤坂増圧ポンプ場を更新

する計画として事業を実施中。（設計及び建設工事請負額：11,770,000千円・税込） 
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5.2.2 収支計画のうち財源についての説明 

目標 
アセットマネジメント計画に基づき、企業債の借り入れ抑制や料金見直し等を実施

します。 

 

(1) 水道料金 

水道料金については、アセットマネジメント計画で実施した財政シミュレーションに基づ

き、令和 7年度の料金見直しを見込んでいます。 
 

(2) 企業債 

企業債については、主に補助対象事業費に国庫補助金を充てた、残りの財源として借り入

れしています。 

樋の口浄水場建設に伴い、一時的に残高が多くなりますが、令和 6 年度以降は残高が減少

し、企業債の借り入れ抑制がされています。 

 

 

図 5.6 企業債残高の推移 

 

(3) 繰入金 

基準内繰入金については、繰出基準（総務省通知）に基づき算定し、基準外繰入金につい

ては、一般会計が負担すべき経費を算定しています。 
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(4) 国庫補助金等 

本市では、「生活基盤施設耐震化等交付金」を活用しながら、「主要管路耐震化事業」、「老

朽管更新事業」を実施しています。 

生活基盤施設耐震化等交付金は、水道施設の耐震化の取組や老朽化対策、水道事業の広域

化の取組等を支援することにより、国民生活の基盤を強化し、公衆衛生の向上と生活環境の

改善に寄与することを目的として、厚生労働省が平成 27年度に創設した交付金です。 
  

5.2.3 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

収益的収支については、アセットマネジメント計画に基づき、平成 28年度までの実績をも

とに、将来の水需要に基づく給水収益を算定するなどして設定しています。人件費や一般的な

経常経費等の物価上昇は見込まずに現状の水準で推移するものとし、修繕費については緊急的

な修繕に備えた金額を加算しています。 

 
(1) 委託料 

配水費における委託料については、水需要予測の水量の増減に合わせて算定しました。そ

の他の委託料については、委託業務形態が当面継続することを前提に最新年の値を設定しま

した。 
 

(2) 修繕費 

平成 24 年から平成 28 年までの 5 年間の配水量当たりの単価を算定し、水需要予測の水

量を乗じて設定しました。 
 

(3) 動力費 

平成 24 年から平成 28 年までの 5 年間の配水量当たりの単価を算定し、水需要予測の水

量を乗じて設定しました。 

 
(4) 職員給与費 

直近の決算実績から横ばいに推移すると想定し、職員給与費を設定しました。 
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5.3 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取り組みや今後検討予定の取り組みの概要 

5.3.1 投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等 

(1) アセットマネジメントの充実（施設・設備の長寿命化等による投資の平準化） 

事業着手時から整備してきた施設や管路等のデータベースを分析し、今後の水需要予測に

基づいた統廃合や長寿命化、ダウンサイジングを図るため、平成 30 年度に中長期的な資産

管理を進めていくためのアセットマネジメント計画を策定しました。 

今後はアセットマネジメント計画を踏まえて、事業を実施します。 

 
(2) 施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング） 

樋の口浄水場の更新においては、水需要予測結果を踏まえて施設能力を減少させ、施設の

ダウンサイジングを図ります。また、配水池、ポンプ施設の統廃合、ダウンサイジングを検

討します。 

 
(3) 広域化 

弘前市が事務局となった「青森県水道事業広域連携推進会議中南地区会議」において、営

業部門関連では、中南地区 10 事業体の内、水道事業者である 9 事業体それぞれが行ってい

る営業業務の一部一元化に向けた検討を、給水装置関連では、地区内で指定給水装置工事事

業者の情報共有を図りながら、違反処分の同時施行や講習会の同時開催などの検討を行いま

した。 

 
5.3.2 財源についての検討状況等 

(1) 料金 

アセットマネジメント計画に基づき、中長期的に平準化された建設改良費に係る企業債や

水道料金等について、収入・支出のバランスをとりながら、企業債を借入れるとともに、適

時適切に水道料金や、料金体系の見直しを図ります。 

 
(2) 資産の有効活用等による収入増加の取り組み 

引越しに伴う「茂森庁舎跡地」や遊休資産となっている土地等について、売却や貸付けの

方法を検討するなど、収益の確保に努めます。 
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第6章 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

将来にわたって健全な水道事業を継続するため、毎年度、投資財政計画の進捗管理を実施する

とともに、PDCA サイクルを活用し、水道事業を取り巻く環境の変化や国の制度改正などに対応

しながら、およそ 5年ごとに計画の見直しを図ります。 
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経営比較分析表（平成 30年度決算） 

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

青森県　弘前市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

524.20 328.18 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A2 非設置 172,031

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

2. 老朽化の状況について

2. 老朽化の状況

－

- 51.27 97.80 3,851 166,707 250.17 666.37 【】

全体総括

　企業経営に関する指標により、現時点では健全な
経営を行っているものと判断できる。
　しかしながら、当市は、建設（更新）投資の財源
を企業債に依存する割合が高く、一方で施設の老朽
化が進んでいる。今後、老朽化に伴う更新費用（資
本の再投入）の増加が見込まれるのに対し、その原
資となる給水収益や減価償却費等の内部留保資金が
減少傾向にあることから、今後も企業債に依存する
割合が高くなることが想定される。
　今後は効率的な更新を進めるうえで、資産管理
（アセットマネジメント）計画を着実に実行し、費
用の平準化を図りながら、健全な経営を維持するこ
とが最重要課題であると考える。

①経常収支比率は100％以上を維持しているほか、
⑤料金回収率も100％以上を維持しており、給水収
益による事業運営が成り立っていると言える。
②累積欠損金比率：累積欠損金は発生しておらず、
健全な経営状況にある。
③流動比率：全国平均や類似団体平均と比較すると
低い値だが、100％を上回っていることから、短期
的な債務に対する支払能力は有している。
④企業債残高対給水収益比率：類似団体と比較して
高い数値で推移していることから、企業債の発行を
減らしていく必要がある。
⑥給水原価：全国平均や類似団体平均を上回ってお
り、今後も維持管理費等の削減を進めていく必要が
ある。
⑦施設利用率：類似団体に比べ低い水準の原因とし
て、水需要に対して過剰な施設能力を有しているこ
とを示している。将来の給水人口等を考察し、施設
の統廃合、ダウンサイジング等の検討が必要であ
る。
⑧有収率：類似団体平均に比べ低い水準の原因とし
て、法定耐用年数を超過する水道管からの漏水が考
えられるため、漏水多発区域の漏水調査を重点的に
行い、解消に取り組むことが急務である。

  当市は供給開始時期が昭和８年と比較的早く、老
朽化の状況は管路経年化率で見て取れるように、全
国平均や類似団体平均と比較すると、高い値で横ば
い状態で推移している。
　今後も管路の的確な実情把握に努めるとともに、
効率的な更新を進めるため、資産管理（アセットマ
ネジメント）計画を着実に実行し、長期的視点に
立った老朽化対策の推進をすることが急務である。
【補足説明】
〇資産管理（アセットマネジメント）計画
　アセットマネジメント手法を用い、中長期の水道
施設の更新需要や財政収支の見通しを立て、合理的
な施設整備計画と収支バランスのとれた財政計画を
策定するもの。
〇アセットマネジメント
　国の策定した水道ビジョンに掲げた「持続可能な
水道事業」を実現するため、中長期的な視点に立
ち、水道施設のライフサイクルコスト全体に渡って
効率的かつ効果的に水道施設を管理運営する体系化
された実践活動のこと。

分析欄

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.29 0.47 0.33 0.45 0.53

平均値 0.72 0.67 0.67 0.65 0.7

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 118.05 117.7 120.61 112.74 117.1

平均値 114.43 114.08 115.36 113.95 112.62

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

118.00

120.00

122.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 44.42 45.35 46.77 47.97 48.92

平均値 46.36 47.37 48.01 48.01 48.86

42.00

43.00

44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

50.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 30.96 32.23 33.53 24.02 25.34

平均値 13.57 14.27 16.17 16.6 18.51

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

①経常収支比率(％)

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0 0 0 0 0

平均値 0.13 0 0 0 0.75

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 120 138.54 175.6 200.26 219.1

平均値 289.8 299.44 311.99 307.83 318.89
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50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 459.8 449.97 434.24 427.81 426.15

平均値 301.99 298.09 291.78 295.44 290.07

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

500.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 112.75 112.16 115.18 106.84 110.59

平均値 107.05 106.4 107.61 106.02 104.84

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 186.23 188.5 182.28 197.27 190.66

平均値 155.09 156.29 155.69 158.6 161.82

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 54.82 54.69 54.29 54.14 51.14

平均値 61.61 62.34 62.46 62.88 62.32

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 89.81 88.83 90.5 89.56 89.66

平均値 90.23 90.15 90.62 90.13 90.19

87.50

88.00

88.50

89.00

89.50

90.00

90.50

91.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【112.83】 【1.05】 【261.93】 【270.46】

【89.92】【60.27】【167.11】【103.91】

【48.85】 【17.80】 【0.70】
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■ 収益的収支 20 

 
 

20 前々年度、前年度は決算、本年度は予算、令和 2年度以降は推計値を用いている。 

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
１． (A) 3,738,844 3,687,551 4,028,424 3,713,560 3,708,961 3,692,941 3,695,683 3,666,343 4,132,023 4,100,001 4,091,634 4,047,095 4,025,428
(1) 3,635,313 3,585,020 3,923,766 3,636,679 3,632,080 3,616,060 3,618,802 3,589,462 4,055,142 4,023,120 4,014,753 3,970,214 3,948,547
(2) (B) 784 703 710 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819
(3) 102,747 101,828 103,948 76,062 76,062 76,062 76,062 76,062 76,062 76,062 76,062 76,062 76,062

２． 264,742 285,622 274,914 270,411 266,742 256,641 241,335 223,255 204,907 196,629 197,902 199,198 200,495
(1) 86,180 93,633 93,940 96,474 86,827 67,532 48,237 28,942 9,647 0 0 0 0

86,180 93,633 93,940 96,474 86,827 67,532 48,237 28,942 9,647

(2) 49,248 51,891 51,266 63,619 69,597 78,791 82,780 83,995 84,942 86,311 87,584 88,880 90,177
(3) 129,314 140,098 129,708 110,318 110,318 110,318 110,318 110,318 110,318 110,318 110,318 110,318 110,318

(C) 4,003,586 3,973,173 4,303,338 3,983,971 3,975,703 3,949,582 3,937,018 3,889,598 4,336,930 4,296,630 4,289,536 4,246,293 4,225,923
１． 3,249,277 3,111,347 3,575,133 3,161,990 3,190,875 3,297,266 3,373,153 3,397,125 3,749,962 3,758,484 3,773,211 3,785,509 3,786,685
(1) 457,538 363,510 406,968 382,553 382,553 382,553 382,553 382,553 382,553 382,553 382,553 382,553 382,553

185,619 185,425 187,966 169,712 169,712 169,712 169,712 169,712 169,712 169,712 169,712 169,712 169,712
95,627 0 48,152 51,772 51,772 51,772 51,772 51,772 51,772 51,772 51,772 51,772 51,772

176,292 178,085 170,850 161,069 161,069 161,069 161,069 161,069 161,069 161,069 161,069 161,069 161,069
(2) 1,641,397 1,594,159 2,009,154 1,638,588 1,639,371 1,640,676 1,642,177 1,639,481 1,636,437 1,635,208 1,635,214 1,631,300 1,628,944

106,341 109,232 117,308 111,762 111,514 110,928 110,905 109,928 109,402 108,557 108,338 107,161 106,589
105,348 110,775 285,212 200,162 199,717 198,667 198,627 196,877 195,935 194,422 194,029 191,921 190,897

1,098 684 3,320 1,903 1,903 1,903 1,903 1,903 1,903 1,903 1,903 1,903 1,903
1,428,610 1,373,468 1,603,314 1,324,761 1,326,237 1,329,178 1,330,742 1,330,773 1,329,197 1,330,326 1,330,944 1,330,315 1,329,555

(3) 1,150,342 1,153,678 1,159,011 1,140,849 1,168,951 1,274,037 1,348,423 1,375,091 1,730,972 1,740,723 1,755,444 1,771,656 1,775,188
２． 301,789 281,582 262,906 261,416 253,276 265,940 266,464 262,457 264,448 251,791 240,156 229,324 218,632
(1) 293,918 272,259 252,670 255,650 247,510 260,174 260,698 256,691 258,682 246,025 234,390 223,558 212,866
(2) 7,871 9,323 10,236 5,766 5,766 5,766 5,766 5,766 5,766 5,766 5,766 5,766 5,766

(D) 3,551,066 3,392,929 3,838,039 3,423,406 3,444,151 3,563,206 3,639,617 3,659,582 4,014,410 4,010,275 4,013,367 4,014,833 4,005,317
(E) 452,520 580,244 465,299 560,565 531,552 386,376 297,401 230,016 322,520 286,355 276,169 231,460 220,606
(F) 3,087 12,072 60 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 155,280 154,418 7,429 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) △ 152,193 △ 142,346 △ 7,369 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

300,327 437,898 457,930 560,565 531,552 386,376 297,401 230,016 322,520 286,355 276,169 231,460 220,606
(I)
(J) 3,552,405 4,068,266 3,866,058 3,131,401 3,124,903 3,104,371 3,094,496 3,057,224 3,408,827 3,377,151 3,371,575 3,337,586 3,321,575

958,356 977,081 958,321 904,975 903,097 897,163 894,309 883,538 985,151 975,997 974,385 964,562 959,935
(K) 1,773,938 1,856,837 1,351,836 1,858,909 1,870,174 1,934,821 1,976,312 1,987,153 2,179,825 2,177,579 2,179,258 2,180,054 2,174,887

1,166,101 1,141,490 1,134,417 1,202,714 1,210,003 1,251,829 1,278,674 1,285,688 1,410,347 1,408,894 1,409,980 1,410,495 1,407,152
0 0 0

568,803 676,078 177,637 540,943 544,221 563,033 575,107 578,262 634,329 633,675 634,164 634,396 632,892
( I )

(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 3,738,060 3,686,848 4,027,714 3,712,741 3,708,142 3,692,122 3,694,864 3,665,524 4,131,204 4,099,182 4,090,815 4,046,276 4,024,609

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O)

(P)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

-

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に より 算定 した
資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

- - - - - -- - - - - -

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

営 業 外 費 用

流 動 資 産

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

そ の 他 補 助 金

支 払 利 息

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費

１０年度

そ の 他
営 業 外 収 益

補 助 金
他 会 計 補 助 金

１１年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

本年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

長 期 前 受 金 戻 入

７年度 ８年度 ９年度
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■ 資本的収支 21 

 

 
21 前々年度、前年度は決算、本年度は予算、令和 2年度以降は推計値を用いている。 

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
１． 799,500 891,400 1,062,300 1,431,100 3,303,500 2,142,700 1,522,500 1,866,600 349,500 322,100 323,400 322,600 356,100

２． 108,014 106,163 106,907 108,738 105,200 100,470 89,715 76,145 61,608 53,906 41,199 35,230 28,764

３．

４． 21,212 31,886 18,900 6,670 15,920 12,330 5,170 4,580 5,690 5,000 5,030 5,010 5,850

５．

６． 139,794 189,000 202,050 202,050 202,050

７．

８． 7,739 0 20,800 40,010 95,520 73,980 31,040 27,460 34,130 29,990 30,180 30,060 35,120

９．

(A) 1,076,259 1,218,449 1,410,957 1,788,568 3,722,190 2,329,480 1,648,425 1,974,785 450,928 410,996 399,809 392,900 425,834

(B)

(C) 1,076,259 1,218,449 1,410,957 1,788,568 3,722,190 2,329,480 1,648,425 1,974,785 450,928 410,996 399,809 392,900 425,834

１． 1,131,597 1,354,738 1,455,037 1,817,750 4,405,950 4,909,250 3,476,450 4,016,650 1,550,250 1,466,050 1,469,850 1,467,550 1,570,350

２． 1,182,433 1,166,101 1,141,683 1,118,206 1,116,759 1,115,850 1,069,741 987,975 930,432 906,706 930,958 949,470 959,231

３．

４．

５．

(D) 2,314,030 2,520,839 2,596,720 2,935,956 5,522,709 6,025,100 4,546,191 5,004,625 2,480,682 2,372,756 2,400,808 2,417,020 2,529,581

(E) 1,237,771 1,302,390 1,185,763 1,147,388 1,800,519 3,695,620 2,897,766 3,029,840 2,029,754 1,961,760 2,000,999 2,024,120 2,103,747

１． 678,236 677,558 802,702 1,139,220 1,161,344 1,257,235 1,327,633 1,353,085 1,708,020 1,716,401 1,729,850 1,744,766 1,747,000

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 559,536 624,832 383,061 8,168 639,175 2,438,385 1,570,133 1,676,755 321,734 245,359 271,149 279,354 356,747

(F) 1,237,772 1,302,390 1,185,763 1,147,388 1,800,519 3,695,620 2,897,766 3,029,840 2,029,754 1,961,760 2,000,999 2,024,120 2,103,747

△ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 15,552,164 15,277,462 15,198,079 15,510,973 17,697,714 18,724,564 19,177,323 20,055,948 19,475,016 18,890,410 18,282,852 17,655,982 17,052,851

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

86,180 93,633 93,940 96,474 86,827 67,532 48,237 28,942 9,647 0 0 0 0

85,416 92,817 93,187 95,721 86,074 66,779 47,484 28,189 8,894 0 0 0 0

764 816 753 753 753 753 753 753 753 0 0 0 0

129,226 138,049 125,807 115,408 121,120 112,800 94,885 80,725 67,298 58,906 46,229 40,240 34,614

119,831 130,700 118,591 108,192 113,904 105,584 87,669 73,509 60,082 51,690 39,013 33,024 27,398

9,395 7,349 7,216 7,216 7,216 7,216 7,216 7,216 7,216 7,216 7,216 7,216 7,216

215,406 231,682 219,747 211,882 207,947 180,332 143,122 109,667 76,945 58,906 46,229 40,240 34,614

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

９年度 １０年度 １１年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度２年度

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

本年度

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

１０年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

１１年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

本年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

工 事 負 担 金

７年度 ８年度 ９年度
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